







その他のタイトル A Figure of Teacher on the Recommendation by
German Educational Council in 1970 : A Study


























試補教育を受けてこれを修了しながら採用されない 「失業教員J (arbeitslose Lehrer)の急激
な増大が社会問題となっている D {2)そして そのための教員需給関係の調整の結果，基礎学校




具体的には，独立した教育大学 (EigenstandigePadagogische Hochschule) の，総合大学
(Universitat)への統合が進められ，そこでは，①教育学部もくしは独自の教育学専門領域









































































1970年は，これを前後する約10年間に及ぶ連邦レベルにおける f大改革J (grose 
Bildungsreform) の集約点としての位置を占めている。 1963年に常設文部大窪会議 (KMK)が，
11961年から1970年までの教育需要jを公表。今後10年間の教育需要の大幅な増加を予想すると
ともに，これに対応する教育計額の必要性を明らかにした口そして，翌1964年にはピヒト
(Georg Picht)が fドイツの教育的破局J(Die deutsche Bildungskatastrophe) を発表し，西ドイ
ツの公教育の後進性を指摘。このことが大きな反響を呼んだことが契機となって，西ドイツは，
連邦レベルでの学校制度の見直しを迫られることになる。特に， 1953年以来設置されていたドイ





(Bundesministerium fur Bildung und Wissenschaft)への改組， 70年の連邦・諸ナ1'教育計画委員会
(BLK) の設置に示されている。




(Bildungsgesamtplan) に象徴的に見られるが，その後， B L Kの1975年の連邦・諸升|教育計
画・研究促進委員会 (Bund-Lander-Kommissionfur Bildungsplanung und Forschungsforderung)への
改称まで含めて，改革動向を捉えることができるのである口
例えば，ボルマン (ManfredBormann) は，この時期を指して教育政策上の「多幸症j







( Wissenschaftsrat) との共同審議を行っている口そのために 1970年10月の学術審議会r1970年
以後における大学制度の構造と拡充に関する勧告jにおいては，教員養成について向ーの内容が
まとめられている。(却















そして，勧告は教員の任務として次の 5点を挙げる。それは，教授 (Lehren)，教育(~)l1 育)












できる力量である D これは，透過性 (Durchlassigkeit) ・柔軟性・日常的な継続教育・責任ある













































A 1 初等段階 (Primarbereich:第 1学年から第4学年)への拡張の可能性を持つ基本段階
(Elementarbereich: 4歳から就学まで)の教員
A 2 :基本段階への拡張の可能性を持つ初等段階の教員
B 1中等段階 I(Sekundarstufe I 第5学年から第10学年)への拡張の可能性を持つ初等段階
の教員
B2:初等段賠への拡張の可能性を持つ中等段階Iの教員



























































( 3 ) r総合大学における養成jの基準化
「教師教育Jにおける大学の役割が明確化される中で， r学術性Jを保障しうる機関としての
大学の内実が問題となっていた。勧告は述べる。 r学術的な教員養成は，学術的大学





















































Differenziel ung)の問題がいかに踏まえられるかである D 中等教育を中心とした学校制度の分岐
的状況が残る一方，ギムナジウムへの進学率が高まり，ギムナジウムの国民学校化 (Gymnasium
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